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　平成14年11月20日　 有

　平成14年12月 2日　 有（1単元 1,000株）

1．14年 9月中間期の業績（平成14年 4月1日～平成14年 9月30日）
(1)経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円未満切捨）

％ ％ ％ 

14 年 9月中間期

13年 9月中間期

14 年 3 月 期

 

％   円  銭

14年 9月中間期

13年 9月中間期

14 年 3 月 期

(注)①期中平均株式数  14年9月中間期 15,168,206株 13年9月中間期 15,172,770株 14年3月期 15,172,526株

    ②会計処理の方法の変更　　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

  円  銭   円  銭

14年 9月中間期 -   

13 年 9月中間期 -   

14 年 3 月 期 -   

(3)財政状態

14年 9月中間期 89.8

13 年 9月中間期 85.4

14 年 3 月 期 85.0

(注)①期末発行済株式数  14年9月中間期 15,167,041株 13年9月中間期 15,172,923株 14年3月期 15,170,396株

　　②期末自己株式数    14年9月中間期      6,021株 13年9月中間期        139株 14年3月期      2,666株  　　

2．15年 3月期の業績予想（平成14年 4月1日～平成15年 3月31日）

通　　期

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）71円21銭

  ※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想

    数値と異なる場合があります。
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個別中間財務諸表の概要
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（単位 千円）

期　　別　

　科　　目

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

1. 571,696    608,185    353,587    

2. 1,872,714  643,859    1,299,855  

3. 825,796    945,123    635,435    

4. 377,008    1,353,824  920,556    

5. 184,244    161,509    153,057    

6. 106,890    117,682    100,767    

7. 41,162     71,298     19,281     

8. △ 700 △ 2,300 △ 1,300 

3,978,813 18.7 3,899,183 18.8 3,481,241 16.6

Ⅱ

1. 913,695    902,996    887,318    

2. 638,310    571,003    580,058    

3. 731,624    731,624    731,624    

4. 240,217    213,365    303,517    

2,523,847  11.9 2,418,990  11.7 2,502,519  11.9

6,547      0.0 6,787      0.0 6,547      0.0

1. 14,097,313 13,595,161 13,994,376 

2. 358,177    285,772    667,696    

3. 342,544    549,103    359,371    

4. △ 8,400 △ 8,400 △ 8,400 

14,789,634 69.4 14,421,636 69.5 15,013,043 71.5

17,320,029 81.3 16,847,414 81.2 17,522,110 83.4

21,298,842 100.0 20,746,598 100.0 21,003,351 100.0

中 間 貸 借 対 照 表

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

（２）無 形 固 定 資 産

土 地

資 産 合 計

そ の 他

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

機 械 及 び 装 置

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

（１）

そ の 他

売 掛 金

有 価 証 券

建 物

（資産の部）

流 動 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

（３）

前中間会計期間末 当中間会計期間末
 前 事 業 年 度 

要約貸借対照表

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

（平成14年3月31日現在）（平成13年9月30日現在）（平成14年9月30日現在）
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（単位 千円）

期　　別　

　科　　　目

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

1. 228,069    199,439     149,383    

2. 235,676    236,948     282,325    

3. 248,912    253,088     345,172    

4. 239,938    244,777     220,218    

5. 7,620      8,498       7,317      

960,217 4.5 942,753 4.6 1,004,418 4.8

Ⅱ

1. 1,881,947  888,298     1,866,197  

2. 267,655    266,390     286,852    

3. -          10,280      -          

2,149,602  10.1 1,164,968   5.6 2,153,049  10.2

3,109,820  14.6 2,107,722   10.2 3,157,467  15.0

Ⅰ 3,124,199  14.6 -           -      3,124,199  14.9

Ⅱ 2,744,053  12.9 -           -      2,744,053  13.1

Ⅲ 421,825    2.0 -           -      421,825    2.0

Ⅳ

1. 10,566,474 -           10,566,474 

2. 848,917 -           872,470 

11,415,391 53.6 -           -      11,438,945 54.4

Ⅴ 483,621 2.3 -           -      118,173    0.6

18,189,092 85.4 -           -      17,847,197 85.0

Ⅵ △ 70 △ 0.0 -           -      △ 1,313 △ 0.0 

18,189,021 85.4 -           -      17,845,883 85.0

21,298,842 100.0 -           -      21,003,351 100.0

Ⅰ 3,124,199   15.0

Ⅱ

1. 2,744,053   

2,744,053   13.2

Ⅲ

1. 421,825     

2. 10,513,579 

3. 1,755,669 

12,691,074 61.2

Ⅳ 82,945 0.4

Ⅴ △ 3,397 △ 0.0 

18,638,875 89.8

20,746,598  100.0

自 己 株 式

中間(当期)未処分利益

その他の剰余金合計

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

その他の剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

負 債 ・ 資 本 合 計

役員退職慰労引当金

資 本 合 計

任 意 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資本の部）

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

前中間会計期間末 当中間会計期間末
 前 事 業 年 度 

要約貸借対照表

未 払 費 用

そ の 他

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

（平成14年9月30日現在）（平成14年3月31日現在）

（負債の部）

（平成13年9月30日現在）

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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（単位 千円）

期　　別　

　科　　　目

Ⅰ 3,373,257 3,428,924 6,567,363 

Ⅱ 2,779,209 2,762,601 5,577,257 

594,048   666,323   990,105   

Ⅲ 販売費及び一般管理費 173,081   187,087   348,684   

420,967   479,236   641,421   

Ⅳ 215,812   177,293   380,178   

1. 188,499   167,841   332,691   

2. 27,313    9,452     47,486    

Ⅴ 2,338 16,429 147,568 

1. 637       739       893 

2. 1,700     15,689    146,674 

634,442   640,100   874,031   

Ⅵ -         993,171   -         

1. -         993,171   -         

Ⅶ 35,595    3,097     86,364    

1. 20,400    3,097     24,592    

2. 15,194    -         61,771    

598,847 1,630,175 787,666 

270,000 275,000 395,000 

△ 48,663 390,093 △ 91,848 

377,510 965,082 484,514 

471,406 790,587 471,406 

-         -         83,451    

848,917   1,755,669 872,470   中間（当期）未処分利益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

手 形 売 却 損

そ の 他 の 営 業 外 費 用

厚生年金基金代行部分返上益

固 定 資 産 処 分 損

中 間 配 当 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

) (

100.0

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

至 平成13年9月30日

82.4

17.6

前中間会計期間 当中間会計期間

中 間 損 益 計 算 書

自 平成13年4月 1日 自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

 前 事 業 年 度 

要約損益計算書

( ) )

％ ％ ％

百分比 百分比 百分比

至 平成14年3月31日至 平成14年9月30日
(

11.2 28.1

11.4 

8.0

△ 1.4 

8.0

5.2

9.8

13.3

-       

14.0

5.8

2.30.5

1.0     

17.8

18.7

28.9

18.8

       -

5.4

19.4

84.9

100.0

5.3

15.1

80.6

金　　額 金　　額 金　　額

100.0

5.1

12.5

6.4

0.1

1.3

7.4

47.5 12.0 

6.0

△ 1.4 

0.1     
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式：総平均法に基づく原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの：中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　　時価のないもの：総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　定率法によっております。なお、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）につ

　いては、定額法によっております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸

　念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し､回収不能見込額を計上しております。
退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

　按分額を費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

　による按分額を、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。

　(追加情報）

  確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について､平成14年8月20日に厚生労

  働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。

  退職給付会計に関する実務指針（中間報告）「会計制度委員会報告第13号（日本公認会計士協会　

  平成13年12月10日最終改正)｣第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部

  分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。

  当中間期末における返還相当額は、2,877,381千円であります。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

５．固定資産の減価償却の方法リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（１株当たり配当金）

　　円　銭 　　円　銭 　　円　銭

5.50 6.50 13.00 

-     -     2.00 

1.00 -     1.00 

普通株式

（内訳）

特別配当

記念配当

14年9月中間期 14年3月期
（中間配当） （中間配当） （年間配当）
13年9月中間期
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追 加 情 報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

当中間期から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成14年2月21日　企業会計基

準委員会）を適用しております。

これによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。

（中間貸借対照表）

中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部分については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しております。

注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

　　　　（前 中 間 期）　　　　（当 中 間 期）　　　　（前　　　期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 10,533,827 千円 10,667,762 千円 10,628,338 千円

２．偶発債務

　受取手形割引高 496,730 千円 401,353 千円 365,342 千円

（リース取引関係）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

　　　　（前 中 間 期）　　　　（当 中 間 期）　　　　（前　　　期）

79,896 千円 34,320 千円 34,320 千円

58,750 千円 24,596 千円 21,164 千円

21,145 千円 9,724 千円 13,156 千円

２．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 内 11,421 千円 6,864 千円 6,864 千円

１ 年 超 9,724 千円 2,860 千円 6,292 千円

合 計 21,145 千円 9,724 千円 13,156 千円

３．支払リース料及び減価償却費相当額

7,989 千円 3,432 千円 15,979 千円

7,989 千円 3,432 千円 15,979 千円

４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

　　ります。

５．上記注記は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割

　　合が低いため、支払利子込み法によっております。

（有価証券関係）

前中間期、当中間期及び前期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

減 価 償 却 費 相 当 額

取 得 価 額 相 当 額

中間期末(期末)残高相当額

減 価 償 却 累計 額相 当額

支 払 リ ー ス 料
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